
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の進捗状況

令和3年度一体的実施 実施状況調査の結果

令和4年度一体的実施 実施状況調査の項目案
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施

○ 令和３年度の実施計画申請済みの市町村は 793市町村、全体の約５割（令和４年２月現在）。

○ 令和４年度から開始予定の市町村は 307市町村、全体の６割超の市町村で実施される予定。

○ 令和６年度には 1,552市町村、全体の９割弱の市町村で実施の目途が立っている状況。

○ 令和６年度までに全ての市町村において一体的な実施を展開することを目指す。

 広域連合が高齢者保健事業を国民健康保険保健事業及び介護予防の取組と一体的に実施する取組
が令和２年４月から開始された。

 広域連合は、その実施を構成市町村に委託することができる。
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（令和３年度一体的実施実施状況調査）
一体的実施の実施状況及び実施予定

 今年度（令和３年度）までに一体的実施を受託する市町村（見込みを含む）は794市町村（45.6％）であった。

 一体的実施を受託していない市町村を受託予定時期別にみると、令和４年度受託予定は307市町村（17.6％）、
令和５年度受託予定は292市町村（16.8％）、令和６年度受託予定は159市町村（9.1％）であった。

 受託予定時期が決まっていない市町村は189市町村（10.9％）であった。
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（N=1,741）

出典：令和３年度一体的実施実施状況調査（市町村票） 2
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（令和３年度一体的実施実施状況調査）
都道府県別の一体的実施の実施状況及び実施予定

 一体的実施の実施状況及び実施予定は都道府県による差が生じており、令和６年度までにすべての市町村での実施
の目途が立っている都道府県がある一方、実施予定なしが２割を超える都道府県が９県であった。

（N=1,741）

出典：令和３年度一体的実施実施状況調査（市町村票）
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（令和４年７月末時点）
都道府県別の一体的実施の実施状況及び実施予定

 令和４年７月時点で実施状況及び実施意向を再調査したところ、すべての市町村で実施している都道府県が２県
あった。一方、実施予定なしが２割を超える都道府県が４県であった。

（N=1,741）

高齢者医療課調べ（令和４年７月時点）
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市町村における一体的実施の実施開始予定時期（市町村人口規模別）

5

 一体的実施の実施状況を市町村人口規模別で見ると、規模が大きいほど実施されており、時期未定が少ない。

 令和４年７月現在で実施予定なしは133市町村あり、うち小規模が104市町村（78.1％）を占めている。

大規模：人口50,000以上 中規模：人口15,000～50,000未満 小規模：人口15,000未満

（N=1,741）

出典：令和３年度一体的実施実施状況調査（市町村票）
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令和４年度 一体的実施に係る実施状況調査について（案）
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○ 令和６年度までに全ての市町村において一体的な実施を展開することとしている。
○ 各広域連合及び市町村における実施状況を捉え、事業の充実・必要な支援につなげるため、下記方針で令和４年

度の実施状況調査を行う。

 設問の順番、構成を見直し、回答者にわかりやすい構成とする。
 昨年度の項目について、調査結果の活用性を踏まえ、項目を減らす。
 他の調査と重複、不整合がないよう留意する。

回答者の負担軽減

 一体的実施を実施中の広域連合、都道府県（新規） 、市町村
 過年度から引き続き、ストラクチャ（実施体制）、プロセス（実施内容）、アウトプット（実施量）等を中心にとらえる。
 最も実施の早い市町村では３年目を迎えることから、一体的実施による取組の変化（見込み）についても聴取。

 一体的実施を未実施・未予定の広域連合・市町村
 実施準備中の市町村は課題を中心に、未予定の市町村は実施しない（できない）理由を中心にとらえる。

一体的実施の取組の段階に応じた調査項目の設定

 一体的実施に関連する制度面や事務的な取り扱いの変更について、効果や影響を把握する項目を加える。
 新型コロナウイルス感染症の一体的実施への影響については、一昨年度・昨年度で一定の知見を得られたことから本年度は割愛。

その他

※ 厚生労働科学（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究」（研究代表者：
津下一代））にて作成された「令和３年度版市町村における「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」のための進捗チェックリストガイド」及び一体的
実施活用支援ツールの活用状況、改善要望等もあわせて把握する。

1 調査概要

 調査対象：全ての後期高齢者医療広域連合（47）、都道府県（47 ※新規）、市町村（1,741）
 実施期間：11月配布、12月回収、12月末に集計結果（速報）

２ 実施状況調査の見直しの観点



令和４年度 一体的実施に係る実施状況調査の調査項目（案）
広域連合票・都道府県票

1 .広域連合票

調査区分 設問内容

取組体制等

 職種別職員数、担当部門

 連携する関係機関、連携内容・程度（協議の場の有無、
頻度など）

 連携結果

一体的実施の実
施・委託に向け
た取組状況

 市町村への委託状況、主体的な取組

 保健事業のPDCAの実施状況

 一体的実施の実施に向けた課題

 市町村への働きかけ・支援

 市町村の関係部局との直接対話

 一体的実施に関する研修会の開催

 市町村の人材に関する支援

 広域連合による市町村の健康課題等に関する分析

 市町村へ委託している保健事業の管理・運営等の状況
（目標や成果の設定状況）

 一体的実施の取組による効果

 広域連合による効果測定

市町村への
支援状況

 支援方法別の実施状況

 支援方法別の支援内容、課題

 市町村の状況把握の頻度、内容

KDBシステムの
活用状況

 健康課題の見える化について利用している帳票

 一体的実施・KDB活用支援ツール活用状況、活用して
いない場合はその理由

ガイドライン等
の活用状況

 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第2版、
補足版

 進捗チェックリストガイド

 「一体的実施・KDB活用支援ツール」の抽出条件の考
え方と保健事業への活用Ver.1 7

２.都道府県票（新）

調査区分 設問内容

支援体制等

 支援窓口（担当者）の有無

 庁内連携の構築状況

 関係機関の連携

 広域連合との役割分担

市町村への
支援状況

 市町村の取組状況の把握

 市町村への働きかけ・支援状況とその内容

 市町村の人材に関する支援（人材確保・人材派遣等）

 市町村の健康課題等に関する分析の支援

 一体的実施の全市町村の実施に向けた課題

KDBシステムの
活用状況

 活用範囲、活用上の課題

 一体的実施・KDB活用支援ツール活用状況、活用して
いない場合はその理由



令和４年度 一体的実施に係る実施状況調査の調査項目（案）
市町村票

8

２.市町村票

調査区分 設問内容

取組体制等

 庁内組織体制、人員数

 庁内連携の状況

 関係機関との連携状況、連携内容、連携の
程度（定期的な協議の場の有無等）

 周囲の市町村との連携

実施の有無、計画状況

 実施の有無・実施予定時期

 事業の評価と見直し

 取組方針、位置づけ等

広域連合、都道府県、国保
連からの支援

 受けている支援・有効だった支援

 事業実施上の課題と今後求める支援

後期高齢者質問票
の活用状況

 活用方法

 データ化とデータ活用の状況

 活用できない/活用しづらい理由

KDBの活用状況

 活用範囲、活用上の課題

 一体的実施・活用支援ツール活用状況、

活用していない場合はその理由

ガイドライン等の活用状況

 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドラ
イン第2版、補足版

 進捗チェックリストガイド

 「一体的実施・KDB活用支援ツール」の抽
出条件の考え方と保健事業への活用Ver.1

対象区分 設問内容

≪実施中≫
事業の実施
状況・成果
の見通し

 実施している事業の内容
（ハイリスク/ポピュレーション）

 実施している事業の効果検証/評価の取組状
況

 対象者抽出方法

 実施体制

 昨年度取組からの変更点等

 一体的実施の実施前後の取組変化

 実施上の課題

 指標・評価時期・方法

 医療専門職の配置による成果、今後の課題

 住民に対する広報・啓発

≪準備中≫
事業の準備

状況

 実施上の課題

 必要な支援内容

≪未予定≫
検討状況

 検討状況

 未実施理由や実施上の課題

進捗状況

に応じて、

詳細を把握


